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R4年 5月理事会資料(第 7期第 9回) 

5 月修繕委員会報告                        

2022-5-29  

稲吉  cc稲垣         

（１）ゴミ室工事の件  

 ①5月 23日水洗可能化工事完了。22日に水を流して水洗可能となったことを確認した。 

管理組合保管用の工事報告書を作成（別添）。 

②今後の検討：昨年度の理事会と総会で「ゴミ室美化」を提案したが、本工事後の状態を 

加味して具体例を再作成した(P4)。これは、12月の理事会で審議された世田谷区の 

 「大規模建築物の廃棄物保管場所等の設置・管理基準」第 5条（２）違反に対応する 

処置でもある。尚、世田谷区の基準では可燃ごみ袋を床に直置きすることは想定されて 

いない。 

・次期理事会への引継ぎ依頼事項：「ゴミ室美化」の検討（余剰ペール缶の廃棄、セキ 

 ュリティロックの廃止も含む）、売主、管理会社と協議し費用面の処理を決める(100万 

円程度)。 

 

（２）給水ポンプ検討 

 ①4 月 25 日都指定給水装置工事事業者にポンプ撤去の可否を判定してもらったが、こ

のマンションの場合、撤去しない方が良いとの結論であった。 

理由：撤去した場合、10１戸の同時使用時に水圧が不安定になる可能性あり。 

②今後の検討：2022 年に大規模修繕計画で予定されている給水ポンプオーバーホー

ル(1,900,000 万円)につき、点検会社の最新データ（管理会社保管）を見て管理会社の

責任者やメーカー他専門家からヒアリングして理事会に提案する。 

 

（３）管理契約書更新案 

 理事会にて検討中。 

 

（４）改正マンション管理適正化法の関連規則と次期理事会への引継ぎ案件（提案） 

   *法律・条例の関係              2020-6成立、2022-4施行 

                       改正マンション管理適正化法 

                

                          東京都条例・施策  

                               世田谷区条例・施策 

     改正長期修繕ガイドライン＊                改正標準管理規約＊ 

     改正修繕積立金ガイドライン＊              改正標準管理契約書＊ 

                    ＊印：管理組合が決める案件 
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①改正マンション管理適正化法の主要点： 

改正前の管理適正化法に、第二章「基本方針及びマンション管理適正化推進計画等」 

と第三章「管理計画の認定等」を追加し大幅な変更を実施。国交省大臣が「基本方針」 

を定め、都道府県知事が「適正化推進計画」を作成する。(P5)  

管理組合の努力もこの法律で明文化された。 

（管理組合等の努力） 第五条 管理組合は、マンション管理適正化指針の定めるところ 

に留意して、マンションを適正に管理するよう自ら努めるとともに、国及び地方公共団体 

が講ずるマンションの管理の適正化の推進に関する施策に協力するよう努めなければ 

ならない。 

②東京都の施策（P6-P8）：3つの目標。 

注目点：「３．管理の良いマンションが市場で適正に評価される市場の形成」 

③改正標準管理規約 

国交省公報： 

昨年のマンションの管理の適正化の推進に関する法律及びマンションの建替え等の円滑

化に関する法律の改正並びに新型コロナウィルス感染症の感染拡大等の社会情勢の変

化を踏まえ、「マンション標準管理規約」を改正しましたので、公表します。 

改正の概要 

 以下の事項等について、必要な規定を整備します。 

 - ITを活用した総会・理事会について 

 - 置き配を認める際の留意事項について 

 - 専有部分配管の工事を共用部分配管と一体的に行う際の修繕積立金からの工事費 

  の拠出について   等  

改正規約掲載サイト：

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001417732.pdf 

 

・2015年のマンション購入時の管理規約は、既に2世代程度古い。マンションを適正管理

していることを示すためにも、2022年度に改正すべき。 

改正主要点： 

(1)「電磁的方法」「WEB会議」：第2条（定義）に追加(P5,6)。該当箇所の条文に追加。 

                   具体的規則は細則で定める。 

(2)「敷地及び共用部分の管理」：第17条、第21条 追加変更 

(3)「暴力団員の排除」第19条の２。条文追加。 

(4)「外部専門家役員」：第35条2、３、４の変更。具体的規則は細則で定める。 

(5)「利益相反取引の防止」：第37条２の追加。 

(6)「理事長の役割」「監事の役割」：第38条2項目追加。第41条4項目追加。  

(7)「招集手続き」：第43条6～９ の書換え。 
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(8)「議決事項」第54条：5号以降の書換え。2項の追加（緊急時の修繕積立金取崩決議） 

(9)「帳票類の作成、保管」：第64条の書換え。 

尚、現行の管理規約（購入時に売主から渡されたもの）には国の標準規約との差異も明

記されており、この点も考慮されるべき。 

 

⑤長期修繕計画の見直し：次回見直しは2025年7月の総会。2022年に本格着手要。 

国交省HP: 

国土交通省では、マンションの管理の適正化の推進に関する法律の改正を踏まえ、マ 

ンション管理の新制度の施行に関する検討会を開催し、施行に向けた検討を進めてき 

たところです。今般、検討会で議論を頂いた２つのガイドラインの見直しをとりまとめまし 

たので公表します。なお、ガイドラインの内容については、来年４月からスタートするマン 

ション管理計画認定制度の認定基準としても用いることを予定しています。R3年9月28日 

新ガイドライン：https://www.mlit.go.jp/common/001172730.pdf 

積立金ガイドライン：https://www.mlit.go.jp/common/001080837.pdf 

新ガイドライン：「計画期間は、30 年以上で、かつ大規模修繕工事が２回含まれる期間  

以上とします。」「積立金ガイド単価の25%増額」 

これらを反映した大規模修繕期間15年～18年化と工事が4回程度含まれる60年程度の

計画が必要と思う。専門家に相談する費用の予算化も必要（2022年総会）。 

 

長期修繕計画作成ガイドライン・同コメント： 

◆例えば、大規模修繕工事の実施を踏まえて長期修繕計画を見直す場合は、理事会 

の発意から計画修繕工事の実施、計画の見直しに至るまでに数年の期間を要しますし

専門的な知識が必要とされます。しかしながら、役員は、１年・２年で交代することが多

く、管理組合の通常の運営だけでも多忙です。長期修繕計画の見直しや大規模修繕

工事を成功させるためには、理事会の諮問機関として、維持管理に関する検討や実施

のための継続性のある専門委員会を設けて、経験や知識のある区分所有者の参加を

求めることが必要です。 

◆専門委員会の運営は、潜在している組合員個々の能力を引き出し、管理組合全体 

の取り組みとするような仕組みを考えて実施することが望まれます。また、必要に応じ 

て、適切なアドバイスをしてくれる専門家を選ぶことも必要です。 

 

                                                  以上 

https://www.mlit.go.jp/common/001172730.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/001080837.pdf
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